
事　前　相　談　時　特　定　開　発　行　為　計　画　説　明　書
	（１）特定開発行為の概要

	（２）特定予定建築物の種類と数量

	（３）急傾地の崩壊等のおそれのある土地の現況

	（４）開発区域（開発区域を工区に分けたときは、開発区域及び工区）内の土地の現況及び土地利用計画

	（５）対策工事等の計画の方針

	（６）他法令の規制状況
　　○都市計画区域（市街化調整区域、非線引き区域、準都市計画区域、外、市街化区域：用途　　　　　　　　　　）

　　○宅地造成工事規制区域　　　　　　　○災害危険区域（建築基準法）

　　○砂防指定地　　　　　　　○急傾斜地崩壊危険区域　　　　　　　　　○地すべり防止区域
　　○保安林　　　○地域森林計画対象民有林　　 ○農地　　　○農地転用許可を要する4haを超える開発行為

○自然公園　　　　　　　　○県自然観保全地域及び緑地環境保全地域　　　　　　○鳥獣保護区

○文化財保護上保全を必要とする区域　　　　　　○土地に関する権利の移転等の規制区域（国土利用計画法）

　　○5ha以上の開発行為　　　　　　　　○宅地造成、レクリエーション施設建設等で面積が50ha以上の場合

　　○その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（７）その他特に説明すべき事項


（Ａ４判）

（記載上の注意事項）

(1) 「特定開発行為の概要」の欄には、事業名称と概要を具体的に記入して下さい。

(2) 「特定予定建築物」の欄には、特定予定建築物の種類と数量を具体的に記入して下さい。

（例）分譲用住宅５戸、特別養護老人ホーム1棟（定員○○名）

用途が決まっていない場合には、「用途未定」と記入して下さい。

(3) 「急傾斜地の崩壊等のおそれのある土地の現況」の欄には、次の内容を記入して下さい。

（急傾斜地の崩壊）：特定開発行為の対象となる傾斜度３０度以上の斜面の延長、高さ、傾斜度、主な地目を記載して下さい。高さ、傾斜度については斜面の代表的な断面について記入して下さい。

（土石流）　　　：特定開発行為の対象となる土石流の発生のおそれのある渓流の、流域面積、流域の主な地目を記入して下さい。

（地滑り）　　　：特定開発の対象となる地滑りブロックの幅、長さ、主な地目を記入して下さい。

（災害危険区域）：災害危険区域に指定されている理由と面積等の諸元

(4) 「開発区域内の土地の現況及び土地利用計画」の欄には、開発区域内（開発区域を工区に分けたときは、開発区域及び工区）の現況と土地利用計画の地目と面積を記入して下さい。

(5) 「対策工事等の計画の方針」の欄には、対策の対象とする自然現象、対策工種の選定の理由等について記入して下さい。

(6) 「他法令の規制状況」の欄については、他法令の規制の有無について各法令の所管部署に確認の上で上記表に該当のものを記入して下さい。












































































































































































































































































































































































































































































